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(57)【要約】
【課題】動画領域に生じる２重線や画像ボケを円滑に抑
制できる映像表示装置を提供する。
【解決手段】動画領域判定部１０は、フレーム画像領域
中に含まれる動画領域を判定する。駆動信号生成部２０
は、フレーム画像領域に対する動画領域の比率が所定の
閾値を超えるとき、当該動画領域中の各画素に対しては
発光回数を１回に制限する駆動信号を生成し、静止画領
域の各画素には輝度集積法による駆動信号を生成して、
パネル駆動部３０に供給する。動画領域の発光回数が１
回に制限されることにより、特に動画領域において発生
し易い２重線や画像ボケを円滑に抑制できる。また、静
止画領域は、輝度集積法によって駆動信号が生成される
ため輝度が確保される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　映像信号上の１フレーム期間中に各画素の発光タイミングが複数回設定されるとともに
前記各画素における発光強度が前記各画素に対応する前記映像信号の階調に応じて設定さ
れる映像表示装置において、
　フレーム画像中に含まれる動画領域を判定する動画領域判定部と、
　前記動画領域判定部における判定結果に基づいて前記映像信号から前記各発光タイミン
グにおける前記画素の駆動信号を生成する駆動信号生成部とを備え、
　前記駆動信号生成部は、同一階調の画素における総発光強度を静止画領域よりも減少さ
せつつより少ない発光タイミングに発光を集中させるよう前記動画領域の画素に対する前
記駆動信号を生成する、
ことを特徴とする映像表示装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の映像表示装置において、
　前記駆動信号生成部は、動画領域における前記画素の発光を１回に制限するとともに、
この１回の発光タイミングにおける前記駆動信号のレベルを各画素に対応する前記映像信
号の階調に応じて設定する、
ことを特徴とする映像表示装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の映像表示装置において、
　前記駆動信号生成部は、前記動画領域における画質評価の尺度となるパラメータが予め
決められた状態に達したときに前記動画領域における前記画素の発光を１回に制限する、
ことを特徴とする映像表示装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の映像表示装置において、
　前記パラメータは、前記フレーム画像領域に対する前記動画領域の面積比率、信号積算
率および輝度積算率、並びに、前記動画領域の輝度ヒストグラムおよび動きベクトル量の
何れか一つあるいはこれらの組み合わせである、
ことを特徴とする映像表示装置。
【請求項５】
　請求項１ないし４の何れか一項に記載の映像表示装置において、
　前記駆動信号生成部は、前記動画領域と静止画領域の間の境界位置における輝度偏差を
緩和させるよう当該境界位置における前記画素の駆動信号レベルを調整する、
ことを特徴とする映像表示装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の映像表示装置において、
　前記駆動信号生成部は、前記動画領域における画質評価の尺度となるパラメータが画質
低下を示す方向に近づくに応じて、前記発光タイミングが１回に近づくよう駆動信号を変
化させる、
ことを特徴とする映像表示装置。
【請求項７】
　請求項６に記載の映像表示装置において、
　前記パラメータは、前記フレーム画像領域に対する前記動画領域の面積比率、信号積算
率および輝度積算率、並びに、前記動画領域の輝度ヒストグラムおよび動きベクトル量の
何れか一つあるいはこれらの組み合わせである、
ことを特徴とする映像表示装置。
【請求項８】
　請求項６または７に記載の映像表示装置において、
　前記駆動信号生成部は、前記動画領域と静止画領域の間の境界位置における輝度偏差を
緩和させるよう当該境界位置における前記画素の駆動信号レベルを調整する、
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ことを特徴とする映像表示装置。
【請求項９】
　請求項８に記載の映像表示装置において、
　前記駆動信号生成部は、さらに、互いに重なり合う前記動画領域の境界位置における輝
度偏差を緩和させるよう当該境界位置における前記画素の駆動信号レベルを調整する、
ことを特徴とする映像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、映像表示装置に関し、特に、表示パネルを用いた映像表示装置に用いて好適
なものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、映像表示装置のディスプレイとして、表示パネルの普及が進んでいる。たとえば
、携帯電話やデジタルカメラ等には液晶素子を用いた表示パネルが搭載され、最近では、
有機ＥＬ（エレクトロルミネッセンス）素子や無機ＥＬ素子を用いた表示パネルが、液晶
パネルに変わる次世代の表示パネルとして、移動体機器等に搭載されつつある。この他、
家庭用テレビのモニタとして、ＣＲＴに替わり、液晶パネルやＰＤＰ（プラズマディスプ
レイパネル）が趨勢を占めるようになりつつある。
【０００３】
　これらのうち、無機ＥＬを用いた表示パネルでは、現在のところ各画素の発光を持続で
きないため、各画素における輝度を確保するために、映像信号上の１フレーム期間中に複
数回、各画素を発光させる構成がとられている。
【０００４】
　図１３（ａ）は、各画素を１フレーム期間中に２回発光させる場合の駆動制御を概念的
に示す図である。この駆動制御では、その画素に表示される映像信号の階調が最大（１０
０％)である場合、最大レベル（Ｒmax）の駆動信号が、１フレーム中に２回、その画素の
表示素子に印加される。また、その画素に表示される映像信号の階調が最大階調の５０％
または７０％である場合には、それぞれ、最大レベル（Ｒmax）の５０％または７０％の
駆動信号が、１フレーム中に２回、その画素の表示素子に印加される。同様に、その画素
に表示される映像信号の階調が最大階調のＸ％である場合には、それぞれ、最大レベル（
Ｒmax）のＸ％の駆動信号が、１フレーム中に２回、その画素の表示素子に印加される。
【０００５】
　なお、映像信号の階調がたとえば８ビットにて規定される場合、映像信号の大きさは０
～２５５までの２５６段階で表現される。この場合、映像信号の最小階調は０、最大階調
は２５５となり、図１３中の１００％階調とは階調値２５５をとる映像信号値を意味する
。
【０００６】
　しかし、このように、１フレーム期間中に複数回、各画素を発光させると、動画領域に
２重線や画像ボケが発生するとの問題が生じる。
【０００７】
　この問題を解消するために、以下の特許文献１では、図１３（ｂ）に示すように、１回
目の発光の際の駆動信号レベルを最大レベルまで引き上げ、２回目の発光を極力小さくす
るようにしている。しかし、この場合にも、映像信号の階調が大きい高輝度の画素では、
やはり発光が複数回行われることとなり、このため、高輝度の動画領域等において、２重
線や画像ボケの問題が発生することとなる。
【特許文献１】特開２００４－２４０３１７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
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  本発明は、このような問題を解消するためになされたものであり、動画領域に生じる２
重線や画像ボケを円滑に抑制できる映像表示装置を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
  上記課題に鑑み本発明は、以下の特徴を有する。
【００１０】
  本発明の一つの局面は、映像信号上の１フレーム期間中に各画素の発光タイミングが複
数回設定されるとともに前記各画素に対する発光強度が前記各画素に対応する前記映像信
号の階調に応じて設定される映像表示装置において、フレーム画像中に含まれる動画領域
を判定する動画領域判定部と、前記動画領域判定部における判定結果に基づいて前記映像
信号から前記各発光タイミングにおける前記画素の駆動信号を生成する駆動信号生成部と
を備え、前記駆動信号生成部は、同一階調の画素における総発光強度を静止画領域よりも
減少させつつより少ない発光タイミングに発光を集中させるよう前記動画領域の画素に対
する前記駆動信号を生成するものである。
【００１１】
　この局面に係る映像表示装置では、１フレーム画像内において静止画領域と動画領域が
区分され、動画領域の画素には、静止画領域よりも総発光強度を減少させつつより少ない
発光タイミングに発光を集中させた駆動信号が供給される。したがって、動画領域は静止
画領域よりも発光回数が抑制され、あるいは、発光回数が静止画領域と同じであっても、
総発光強度が静止画領域よりも抑制されることとなる。よって、この局面に係る映像表示
装置では、動画領域における２重線や画像ボケを円滑に抑制することができる。
【００１２】
　なお、この局面において、前記駆動信号生成部は、動画領域における前記画素の発光を
１回に制限するとともに、この１回の発光タイミングにおける前記駆動信号のレベルを各
画素に対応する前記映像信号の階調に応じて設定するよう構成され得る。
【００１３】
　こうすると、動画領域の発光回数が１回に制限されるため、動画領域における２重線や
画像ボケをより効果的に抑制することができる。
【００１４】
　ここで、前記駆動信号生成部は、前記動画領域における画質評価の尺度となるパラメー
タが予め決められた状態に達したときに前記動画領域における前記画素の発光を１回に制
限するように構成することもできる。
【００１５】
　こうすると、画質評価（２重線や画像ボケ等、複数回発光に起因する画質低下の目立ち
易さ）の尺度となるパラメータが予め決められた状態に達しないような動画領域に対して
は各画素の総発光強度が減少されず、輝度減少のない画像が当該動画領域において表示さ
れる。つまり、このような動画領域では、２重線や画像ボケがそれほど目立たないため輝
度の確保が優先される。
【００１６】
　ここで、画質評価の尺度となるパラメータとしては、前記フレーム画像領域に対する前
記動画領域の面積比率、信号積算率および輝度積算率、並びに、前記動画領域の輝度ヒス
トグラムおよび動きベクトル量の何れか一つあるいはこれらの組み合わせを用いることが
できる。
【００１７】
  なお、上記局面においては、発光強度の抑制に伴い動画領域の輝度が低下するため、動
画領域と静止画領域の間の境界位置に輝度の段差が生じる。よって、この局面においては
、前記駆動信号生成部を、前記動画領域と静止画領域の間の境界位置における輝度偏差が
緩和されるよう、当該境界位置における前記画素の駆動信号レベルを調整するよう構成す
るのが望ましい。こうすると、当該境界部分における輝度の段差を抑制することができ、
視聴者に違和感のない画像を提供することができる。
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【００１８】
　また、上記局面において、前記駆動信号生成部は、前記動画領域における画質評価の尺
度となるパラメータが画質低下を示す方向（２重線や画像ボケ等、複数回発光に起因する
画質低下の目立ち易さが高まる方向）に近づくに応じて、前記発光タイミングが１回に近
づくよう駆動信号を変化させるよう構成することもできる。
【００１９】
　こうすると、動画領域における各画素の発光強度を画質低下の目立ち易さに応じて綿密
に調整することができる。つまり、２重線や動画ボケが目立ち難い動画領域に対しては、
発光強度の減少が抑えられ、その分、輝度が確保される。反面、２重線や動画ボケが目立
ち易い動画領域に対しては、発光強度の減少が高められ、その分、輝度が減少するが、２
重線や動画ボケの発生が抑制される。駆動信号生成部をこのように構成することにより、
動画領域の輝度を確保しながら動画領域において生じる２重線や動画ボケを効果的に抑制
することができる。
【００２０】
　ここで、動画領域における画質評価の尺度となるパラメータは、上記と同様、前記フレ
ーム画像領域に対する前記動画領域の面積比率、信号積算率および輝度積算率、並びに、
前記動画領域の輝度ヒストグラムおよび動きベクトル量の何れか一つあるいはこれらの組
み合わせとすることができる。
【００２１】
  また、この場合も、上記と同様、前記動画領域と静止画領域の間の境界位置における輝
度偏差を緩和させるよう当該境界位置における前記画素の駆動信号レベルを調整する機能
を駆動信号生成部に持たせるのが望ましい。
【００２２】
　加えて、この場合には、異なる輝度の動画領域が重なり合う場合があるため、互いに重
なり合う動画領域の境界位置における輝度偏差を緩和させるよう当該境界位置における前
記画素の駆動信号レベルを調整する機能を駆動信号生成部に持たせるようにしても良い。
【００２３】
　なお、上記局面において、「発光タイミング」とは、予め設定された発光制御のタイミ
ングであって、実際にそのタイミングにおいて発光が行われるかどうかを意味するもので
はない。つまり、その発光タイミングで画素が必ず発光されるというものではなく、その
発光タイミングにおいてその画素に対する駆動信号が生成されれば、その画素が発光され
るというものである。
【発明の効果】
【００２４】
　以上のとおり本発明によれば、動画領域に生じる２重線や画像ボケを円滑に抑制できる
映像表示装置を提供することができる。
【００２５】
　本発明の効果ないし意義は、以下に示す実施の形態の説明により更に明らかとなろう。
ただし、以下の実施の形態は、あくまでも、本発明を実施する際の一つの例示であって、
本発明は、以下の実施の形態に記載されたものに何ら制限されるものではない。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
  以下、本発明の実施の形態につき図面を参照して説明する。本実施の形態は、無機ＥＬ
素子を用いた表示パネルを搭載する映像表示装置に本発明を適用したものである。
【００２７】
　図１に、実施の形態に係る映像表示装置の構成を示す。図示の如く、映像表示装置は、
動画領域判定部１０と、駆動信号生成部２０と、パネル駆動部３０と、表示パネル４０を
備えている。
【００２８】
　動画領域判定部１０は、入力映像信号をもとに、当該画像中に存在する動画領域を判定
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する。なお、動画領域の判定方法については、追って、図３および図４を参照して説明す
る。
【００２９】
　駆動信号生成部２０は、動画領域判定部１０における判定結果をもとに、入力映像信号
から、表示パネル４０を駆動するための駆動信号を生成する。ここで、駆動信号生成部２
０は、静止画領域と動画領域とで駆動信号の生成処理を切り分けている。なお、駆動信号
生成部２０における処理は、追って、図５を参照して説明する。
【００３０】
　パネル駆動部３０は、駆動信号生成部２０からの駆動信号に応じて表示パネル４０を駆
動する。表示パネル４０は、各画素に対応して行方向および列方向にマトリックス状に配
置されたＥＬ素子を備える。ここで、ＥＬ素子は、画素毎に、Ｒ（Ｒｅｄ）、Ｇ（Ｇｒｅ
ｅｎ）、Ｂ（Ｂｌｕｅ）の３種類が準備されていても良いし、あるいは、何れかの色（た
とえば、青色）の素子のみが準備され、残りの色は、この素子からの光を対応する色に変
換する変換フィルタを通過させることにより発光させるようにしても良い。なお、前者の
場合には、画素毎に、Ｒ、Ｇ、Ｂの３つのＥＬ素子が駆動されることとなるが、以下の説
明では、特にこれらを区分することなく包括的に説明を行う。
【００３１】
　図２は、パネル駆動部３０の構成を示す図である。図示の如く、パネル駆動部３０は、
表示信号生成部３０１と、走査ドライバ３０２と、データドライバ３０３と、タイミング
制御部３０４を備えている。
【００３２】
　表示信号生成部３０１は、駆動信号生成部２０からの信号に応じて、表示パネル４０の
各ＥＬ素子を駆動するための信号（１ライン分の表示信号）を生成し、生成した表示信号
をデータドライバ３０３に供給する。走査ドライバ３０２は、タイミング制御部３０４か
らのタイミング信号に基づいて、表示パネル４０中のＥＬ素子群のうち、対応する行（ラ
イン）のＥＬ素子をアクティブにする信号を表示パネル４０に印加する。データドライバ
３０３は、表示信号生成部３０１から入力された表示信号に応じた駆動信号を、各列のＥ
Ｌ素子に印加する。タイミング制御部３０４は、表示信号生成部３０１からの制御信号に
応じて、表示パネル４０に対する走査ドライバ３０２とデータドライバ３０３の信号印加
タイミングを制御する。
【００３３】
　表示パネル４０中のＥＬ素子群のうち、表示信号に対応する行（ライン）のＥＬ素子が
走査ドライバ３０２によってアクティブにされた状態において、データドライバ３０３か
ら各列のＥＬ素子に表示信号が印加される。これにより、アクティブ状態にされた行（ラ
イン）のＥＬ素子が表示信号によって駆動され、これらＥＬ素子が発光する。このとき、
ＥＬ素子は、駆動信号生成部２０から入力された駆動信号のレベルに応じた輝度で発光す
る。この駆動制御が、各行（ライン）に対し順次行われる。これにより、表示パネル上に
画像が表示される。
【００３４】
　次に、図３および図４を参照して、動画領域判定部１０における処理を説明する。なお
、図３と図４は、それぞれ異なる動画領域判定方法を示している。動画領域判定部１０は
、これらのうち、何れか一方の判定方法に従う処理を行う。
【００３５】
　図３の判定方法では、前フレームと現フレームの輝度差分をもとに動画領域が判定され
る。動画領域判定部１０は、入力映像信号をもとに、同図（ａ）（ｂ）の前フレームおよ
び現フレームの各画素位置の輝度差分を求め、この輝度差分を２値化処理することにより
、同図（ｃ）に示すように動画領域を判定する。
【００３６】
　図４の判定方法では、画像領域がブロック分割され、入力映像信号をもとに、各ブロッ
クの動きベクトルが算出される。ここで、各ブロックの動きベクトルは、たとえば、代表
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点マッチング法によって求められる。この方法は、前フレームの画像信号の代表点が現フ
レームのどこに動いたかを画像信号の相関をとることにより求め、これにより、各ブロッ
クの動きベクトルを求めるものである。同図（ａ）において、物体Ａ、Ｂは、それぞれ図
中の矢印方向に動いている。動画領域判定部１０は、入力映像信号をもとに、代表点マッ
チング法によって各ブロックの動きベクトルを求め、動きベクトルが同一のブロック群を
動画領域と判定する。同図の場合、２つの動画領域が検出される。
【００３７】
　次に、図５を参照して、駆動信号生成部２０のおける信号生成処理を説明する。なお、
本実施の形態では、図１３の場合と同様、１フレーム期間中に、各画素の発光タイミング
が２回設定されている。
【００３８】
　１フレーム画像中、静止画領域の各画素には同図（ａ）に示す方法によって駆動信号が
生成され、動画領域の各画素には同図（ｂ）に示す方法によって駆動信号が生成される。
ここで、同図（ａ）は、図１３（ｂ）を参照して説明したと同様の駆動信号生成方法であ
る。この場合、各階調に対する駆動信号は、１回目の発光の際の駆動信号レベルが最大レ
ベル（Ｒｍａｘ）まで引き上げられ、引き上げた分の信号レベルだけ２回目の発光の際の
駆動信号レベルが引き下げられる。
【００３９】
　一方、動画領域に適用される同図（ｂ）の駆動信号生成方法では、１回目と２回目の発
光の際の駆動信号レベルがそれぞれ５０％に低減され（信号減算率＝５０％）、低減され
た後の２回目の発光の際の駆動信号レベルが１回目の発光の際の駆動信号レベルにそのま
ま載せられる。この場合、２回目の発光の際の駆動信号レベルは必ずゼロになるため、対
応する画素は、２回目の発光タイミングにおいて発光されない。
【００４０】
　なお、ここでは、信号減算率を５０％としたが、これは、上記のように２回目の発光時
の駆動信号レベルを１回目の駆動信号に上乗せして２回目の発光を省略するためには、信
号減算率を５０％以下にする必要があるためである。つまり、発光輝度を確保しつつ２回
目の発光を省略するために、２回目の発光を省略できる信号減算率の最大値である５０％
を用いたのである。
【００４１】
　本発明における「総発光強度」は、本実施の形態において信号減算率をもって調整され
ている。つまり、映像信号値が１００％階調の場合、静止画領域の画素では、最大レベル
（Ｒｍａｘ）の駆動信号にて２回の発光が行われる（同図（ａ）参照）。これに対し、動
画領域の画素では、上記の如く信号減算率を５０％とすることにより、最大レベル（Ｒｍ
ａｘ）の駆動信号にて１回のみ発光が行われる（同図（ｂ）参照）。したがって、駆動信
号と発光強度に線形の関係がある場合には、１フレーム期間における動画領域の画素の総
発光強度は、静止画領域における同一階調の画素の総発光強度に比べ５０％に低減される
。このように、本実施の形態では、１フレーム期間における動画領域の画素の総発光強度
が、信号減算率によって調整されている。
【００４２】
　次に、図６を参照して本実施の形態に係る映像表示装置の動作を説明する。なお、図６
のフローチャートでは、フレーム画像領域に対する動画領域の比率が一定面積以上の場合
に、動画領域に図５（ｂ）の処理を適用し、動画領域の比率が一定の面積比率未満の場合
には、動画領域が存在しても、全フレーム画像領域に同図（ａ）の処理を適用するように
している。これは、動画領域の面積が小さい場合には、２重線や画像ボケが視認され難い
ことを考慮したものである。ただし、このような場合にも２重線や画像ボケの抑制を徹底
する場合には、動画領域の大小に拘わらず、動画領域には一律に、図５（ｂ）の処理を適
用するようにしても良い。
【００４３】
　映像表示処理が開始されると、動画領域判定部１０は、入力映像信号を解析し（Ｓ１０
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１）、上記の如くして、現フレーム画像中の動画領域を判定する（Ｓ１０２）。しかる後
、駆動信号生成部２０は、動画領域判定部１０によって判定された動画領域をもとに、フ
レーム画像に対する動画領域の面積比率を算出し、算出した面積比率が所定の閾値（たと
えば５０％）を超えるか否かを判別する（Ｓ１０３）。ここで、面積比率の閾値は、ユー
ザによって適宜設定できるようにしても良い。また、上記図４の手法によって動画領域が
判定される場合には、それぞれの動画領域毎に、Ｓ１０３の判別がなされる。
【００４４】
　Ｓ１０３の判別がＹＥＳならば、駆動信号生成部２０は、面積比率が閾値を超える動画
領域には図５（ｂ）による処理を適用し、それ以外の領域には図５（ａ）による処理を適
用して駆動信号を生成する（Ｓ１０４）。他方、Ｓ１０３の判別がＮＯならば、駆動信号
生成部２０は、現フレーム画像中の全領域に図５（ａ）による処理を適用して駆動信号を
生成する（Ｓ１０５）。
【００４５】
　このようにして生成された駆動信号は、パネル駆動部３０に供給される（Ｓ１０６）。
これを受けてパネル駆動部３０は、上記図２を参照して説明した如くして表示パネル４０
を駆動する。このとき、表示パネル４０の各画素は、図５に従って生成された駆動信号が
２回発光の各発光タイミングに存在するか、１回目の発光タイミングにのみ存在するかに
応じて、１フレーム期間中に２回または１回発光する。なお、各発光時の輝度は、対応す
る回の駆動信号レベルに応じたものとなる。
【００４６】
　このようにして、当該フレーム画像の表示が行われると、次に、表示動作が終了された
かが判別される（Ｓ１０７）。ここで、表示動作が継続していれば（Ｓ１０７:ＮＯ）、
Ｓ１０１に戻り、次のフレーム画像に対して同様の処理が行われる（Ｓ１０１～Ｓ１０６
）。この処理は、表示動作が終了するまで繰り返される（Ｓ１０７：ＹＥＳ）。
【００４７】
　以上、本実施の形態によれば、動画領域の画素発光が１回に抑制されるため、特に動画
領域で発生し易い２重線や画像ボケを円滑に抑制することができる。ここで、本実施の形
態では、上記特許文献１の場合と異なり、階調の高い高輝度発光の画素においても発光回
数が１回に制限されるため、高輝度の動画領域においても、２重線や画像ボケを抑制する
ことができる。また、本実施の形態によれば、静止画領域では、信号減算率が１００％の
ままである（駆動信号は低減されない）ため、静止画領域の輝度を確保することができる
。このように、本実施の形態によれば、表示画像の品質を維持しながら円滑に、２重線や
画像ボケを抑制することができる。
【００４８】
　なお、上記実施の形態では、信号減算率を５０％として１回のみの発光（シングル発光
）の際の駆動信号レベルを設定するようにしたが、駆動信号と画素の発光輝度との間に図
７に示すようなγ特性がある場合には、シングル発光時の各階調における発光輝度が１０
０％階調の際の輝度に対して所望の比率となるよう、シングル発光時の各階調の駆動信号
レベルを設定するようにすれば良い。たとえば、図７のように、駆動信号レベルをＲｎｅ
ｗに設定しても構わないし、あるいは、あくまでも二重線を回避する目的から、輝度はＬ
１からＬ２に減少することになるが、駆動信号レベルをＲｍａｘに設定するようにしても
構わない。
【００４９】
　また、図６のフローチャートでは、フレーム画像領域に対する動画領域の面積比率を閾
値と比較して動画領域に図５（ｂ）による処理を適用するかを決定するようにしたが、こ
れに代えて、フレーム画像領域に対する動画領域の信号積算率や輝度積算率を尺度として
、あるいは、動画領域の輝度ヒストグラムや動きベクトル量を尺度として、動画領域に図
５（ｂ）による処理を適用するかを決定してもよい。また、これらの尺度を複数組み合わ
せ、組み合わせた尺度が予め決められた状態にあるか否かに応じて、動画領域に図５（ｂ
）による処理を適用するかを決定してもよい。
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【００５０】
　＜変更例１＞
　ところで、上記では、動画領域の面積比率が閾値を超えるか否かで図５（ｂ）による処
理の適用／非適用を一律に切り分けるようにしたが、たとえば、図８に示すように、動画
領域の面積比率に応じて上記信号減算率を変化させるようにしても良い。図８の場合、動
画領域の面積比率が０からＳ０に達するまでの間、信号減算率は１００％（減算なし）か
ら５０％まで徐々に変化し、面積比率がＳ０を超えた後の信号減算率は５０％に維持され
る。この場合、駆動信号生成部２０は、たとえば、面積比率と信号減算率の関係を規定す
るＬＵＴ（ルックアップテーブル）を備え、動画領域判定部１０によって判定された動画
領域から面積比率を求め、求めた面積比率に対応する信号減算率をＬＵＴから取得する。
そして、取得した信号減算率をもとに、各動画領域に対して図５（ｂ）の処理を行う。
【００５１】
　ただし、この場合は、信号減算率が５０％を越える場合があるため、上記実施の形態と
異なり、動画領域中の各画素に対する発光回数が１回とならない場合が起こり得る。つま
り、信号減算率が５０％を越える場合には、２回目の発光時の駆動信号レベルを１回目の
発光時の駆動信号レベルに上乗せすると、階調によっては、上乗せ後の１回目の駆動信号
レベルが最大駆動信号レベルを越える場合がある。この場合には、上乗せ後の信号レベル
と最大駆動信号レベルの差分にて、２回目の発光を行う必要があり、よって、動画領域中
の各画素に対する発光回数は、必ずしも１回には抑制されない。
【００５２】
　図９（ｂ）は、この場合の処理を概念的に説明する図である。ここでは、１回目と２回
目の発光の際の駆動信号レベルが、ＬＵＴから取得された信号減算率（５０％以上、１０
０％未満）に低減され、低減された後の２回目の発光の際の駆動信号レベルが１回目の発
光の際の駆動信号レベルに上乗せさられる。そして、上乗せ後の駆動信号レベルと最大駆
動信号レベル（Ｒｍａｘ）の差分が、２回目の発光の際の駆動信号レベルとされる。この
場合、５０％階調の映像信号を表示する画素では、２回目の発光の際の駆動信号レベルが
必ずゼロになるため２回目の発光タイミングにおいて発光はなされないが、１００％階調
と７０％階調の映像信号を表示する画素では、適用される信号減算率に応じて図中点線矢
印の範囲で信号レベルが変化するため、２回目の発光タイミングにおいて発光される場合
がある。
【００５３】
　図１０は、この構成例が適用される場合の映像表示装置の動作フローチャートである。
同図のフローチャートは、図６のＳ１０３とＳ１０４が、それぞれ、Ｓ１１０とＳ１１１
に置き換えられている。その他の処理ステップは、図６の場合と同様である。
【００５４】
　ここでは、Ｓ１０２にて動画領域の抽出処理が行われると、Ｓ１１０にてフレーム画像
中に動画領域が存在するかが判別される（Ｓ１１０）。ここで、動画領域が存在しなけれ
ば、Ｓ１０５に進み、フレーム画像の全体に対して上記図５（ａ）の処理が適用され、各
画素に対する駆動信号が生成される。一方、動画領域が存在すれば、Ｓ１１０に進み、上
記の如く、駆動信号生成部２０において各動画領域の面積比率が求められ、面積比率の応
じた信号減算率がＬＵＴから取得される。そして、取得された信号減算率をもとに、各動
画領域中の画素に適用される駆動信号が、上記図９（ｂ）を参照して説明した処理に従っ
て生成される。このとき、静止画領域には、上記図５（ａ）の処理が適用され、各画素に
対する駆動信号が生成される。
【００５５】
　このようにして生成された駆動信号は、パネル駆動部３０に供給される（Ｓ１０６）。
これを受けてパネル駆動部３０は、上記図２を参照して説明した如くして表示パネル４０
を駆動する。以降の処理は、図６の場合と同様である。
【００５６】
　この構成例によれば、上記実施の形態に比べ、より綿密な信号減算率を適用できる。つ
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まり、２重線や動画ボケが目立ち難い小面積の動画領域に対しては、上記に比べ駆動信号
の減少が抑えられ、その分、輝度が確保される。この場合、動画領域には、上記の如く、
各画素に対して１フレーム期間中に２回の発光がなされる場合が起こり得る。しかし、こ
の場合にも、２回目の発光時の駆動信号レベルは、上記特許文献１の場合（図５（ａ）の
処理が適用される場合）に比べ抑制されるため、その分、２重線や動画ボケを抑制するこ
とができる。また、面積比率が大きいほど信号減算率を５０％に近付けるようにしている
ため、２重線や動画ボケが目立ち易い大面積の動画領域に対しては、駆動信号レベルが抑
制され、シングル発光に近い状態とされる。このように、この構成例によれば、動画領域
の輝度を確保しながら動画領域において生じる２重線や動画ボケを効果的に抑制すること
ができる。
【００５７】
　なお、この構成例では、フレーム画像領域に対する動画領域の面積比率をもとに、動画
領域に対する信号減算率を変化させるようにしたが、この構成例においても上記実施の形
態と同様、フレーム画像領域に対する動画領域の信号積算率や輝度積算率を尺度として、
あるいは、動画領域の輝度ヒストグラムや動きベクトル量を尺度として、動画領域に対す
る信号減算率を変化させるようにしてもよい。また、この構成例においても、γ特性を考
慮して信号減算率を設定するようにしても良い。
【００５８】
　＜変更例２＞
　ところで、上記実施の形態および変更例１では、動画領域の信号減算率が１００％より
も小さいため、動画領域と静止画領域の境界部分や、動画領域どうしの境界部分において
輝度の段差が生じ、視聴者に違和感を生じさせる可能性がある。この問題を解消するため
に、動画領域と静止画領域の境界部分や、動画領域どうしの境界部分において信号減算率
に対するスムージング処理を施すようにしても良い。なお、このスムージング処理は駆動
信号生成部２０によって行われる。
【００５９】
　図１１（ａ）および（ｂ）は、上記図４に示す動画領域判定処理が用いられた場合の動
画領域の判定結果と、各動画領域（動画領域Ａ、Ｂ）および静止画領域に適用される信号
減算率の一例を示す図である。この場合、本構成例では、動画領域Ａ、Ｂ間の境界と、動
画領域Ａと静止画領域、動画領域Ｂと静止画領域の境界に接するブロックにおいて信号減
算率に対するスムージング処理が行われる。
【００６０】
　図１２は、スムージング処理を説明する図である。この場合には、これら境界に接する
各ブロックのセンター位置の画素Ｃ１～Ｃ４が、これらブロックにおける基準画素に設定
される。そして、これら基準画素間にある各画素に対する信号減算率が、各ブロックに適
用される信号減算率をもとに、加重加算平均処理にて求められる。
【００６１】
　たとえば、図中のＣ１－Ｃ２間の画素群には、Ｃ１の信号減算率５０％とＣ２の信号減
算率７０％を用いた加重加算平均によって信号減算率が適用される。この場合、Ｃ１－Ｃ
２の中間位置（境界位置）の信号減算率は６０％となる。これら画素群に対し同図の下側
に配列された画素群には、Ｃ１－Ｃ２間の画素群と同じ信号減算率が適用される。
【００６２】
　また、図中のＣ１－Ｃ３間の画素群には、Ｃ１の信号減算率５０％とＣ３の信号減算率
１００％を用いた加重加算平均によって信号減算率が適用される。この場合、Ｃ１－Ｃ３
の中間位置（境界位置）の信号減算率は７５％となる。これら画素群に対し同図の左側に
配列された画素群には、Ｃ１－Ｃ３間の画素群と同じ信号減算率が適用される。
【００６３】
　同様に、図中のＣ２－Ｃ４間の画素群には、Ｃ２の信号減算率７０％とＣ４の信号減算
率１００％を用いた加重加算平均によって信号減算率が適用される。この場合、Ｃ２－Ｃ
４の中間位置（境界位置）の信号減算率は８５％となる。これら画素群に対し同図の右側
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に配列された画素群には、Ｃ２－Ｃ４間の画素群と同じ信号減算率が適用される。
【００６４】
　基準画素Ｃ１～Ｃ４で囲まれた領域内の各画素には、以下のようにして信号減算率が適
用される。すなわち、Ｃ１－Ｃ２間の一つの画素の信号減算率と、その画素位置から境界
Ａを挟んで対称な画素位置にあるＣ３－Ｃ４間の一つの画素の信号減算率（この場合は１
００％）を用いて、これら２つの画素間の画素群に適用される信号減算率を加重加算平均
によって求める。この処理を、Ｃ１－Ｃ２間の各画素とこれに対応するＣ３－Ｃ４間の各
画素の間の画素群に対して行う。この場合、２つの境界Ａ、Ｂの交点位置の信号減算率は
８０％となる。この処理によって、基準画素Ｃ１～Ｃ４で囲まれた領域内の各画素に信号
減算率が適用される。
【００６５】
　なお、スムージング処理は、上記の方法の他、種々の方法を用いることができる。たと
えば、動画領域と静止画領域の境界においては、動画領域は信号減算率を変えずに、静止
画領域内部に向かって境界から離れるに従って静止画領域の信号減算率をスムージングす
るようにしても構わない。あるいは、動画領域と静止画領域の境界ではスムージングを行
わないようにしても構わない。
【００６６】
　また、上記構成例では、境界に接する部分のブロック内の画素に対しスムージング処理
を行うようにしたが、境界に接する以外のブロックも含めて、境界から離れるに従って各
画素の信号減算率がスムージングされるように処理を行ってもよい。また、画素単位では
なくブロック単位でスムージングされるよう処理を行っても良い。さらに、動きベクトル
量に応じてスムージング処理の対象とされる画素範囲を変化させ、あるいは、ブロックの
サイズを変化させるようにしても良い。
【００６７】
　なお、図１１および図１２には、図４の処理により、予めフレーム画像領域にマトリッ
クス状のブロックを設定して動画領域を判定する場合を例示したが、図３の処理により動
画領域を判定する場合には、別途、フレーム画像領域にマトリックス状のブロックを設定
し、適宜、動画領域と静止画領域に含まれるブロックを区分することにより、上記と同様
の処理により、動画領域の境界位置におけるスムージングを行うことができる。
【００６８】
　また、図１１と図１２には、上記変更例１によって信号減算率が相違する動画領域が重
なり合う場合を例示したが、上記図６のフローチャートによる場合のように、２つの動画
領域が互いに重なり合っても、これら動画領域の信号減算率が同じである場合には、２つ
の動画領域間に信号減算率の境界は生じないため、この境界に対するスムージング処理は
必要ない。
【００６９】
　本構成例によれば、動画領域の境界に生じる信号減算率の段差がスムージングされるた
め、違和感のない高品質の画像を視聴者に提供することができる。
【００７０】
　以上、本発明に係る実施の形態およびその変更例を示したが、本発明はこれらに制限さ
れるものではない。
【００７１】
　たとえば、本発明は、無機ＥＬ素子を用いた表示パネルを搭載した映像表示装置に限ら
ず、適宜、他のタイプの映像表示装置にも適用可能である。
【００７２】
　また、上記では、１フレーム期間中に、各画素の発光タイミングが２回設定されたが、
３回以上の発光タイミングが設定されても良い。発光タイミングを３回とする場合、信号
減衰率を３３％以下に設定することにより、動画領域における発光回数を１回に制限でき
る。また、図８ないし図９の場合のように動画領域の面積比率に応じて信号減算率を変化
させる場合には、図８に示す信号減算率の下限値を５０％から３３％に変更すれば良い。
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【００７３】
　また、図１１、１２における説明では、動画領域間の境界部分にもスムージング処理を
適用するようにしたが、動画領域間の信号減算率の差は動画領域と静止画領域の間の信号
減算率の差に比べて小さいため、動画領域間の境界部分におけるスムージング処理を省略
し、動画領域と静止画領域の間の境界部分にのみスムージング処理を適用するようにして
も良い。あるいは、動画領域間の信号減算率の差が所定の閾値を超える場合にのみ、動画
領域間の境界部分にスムージング処理を適用するようにしても良い。
【００７４】
　さらに、静止画領域の画素に対する駆動信号は必ずしも図５（ａ）の方法（輝度集積法
）によって生成されずとも良く、たとえば、図１３（ａ）の方法によって生成されても良
い。
【００７５】
　本発明の実施形態は、上記に記載のものの他、特許請求の範囲に示された技術的思想の
範囲内において、適宜、種々の変更が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００７６】
【図１】実施の形態に係る映像表示装置の構成を示す図
【図２】実施の形態に係るパネル駆動部の構成を示す図
【図３】実施の形態に係る動画領域の判定方法を説明する図
【図４】実施の形態に係る動画領域の判定方法を説明する図
【図５】実施の形態に係る駆動信号の生成処理を説明する図
【図６】実施の形態に係る映像表示装置の動作フローチャート
【図７】駆動信号と発光輝度の関係（γ特性）を示す図
【図８】実施の形態の変更例１に係る信号減算率の設定方法を説明する図
【図９】実施の形態の変更例１に係る駆動信号の生成処理を説明する図
【図１０】実施の形態の変更例１に係る映像表示装置の動作フローチャート
【図１１】実施の形態の変更例３に係るスムージング処理を説明する図
【図１２】実施の形態の変更例３に係るスムージング処理を説明する図
【図１３】動画領域に生じる２重線および画像ボケを抑制方法を説明する図
【符号の説明】
【００７７】
　　　　１０　動画領域判定部
　　　　２０　駆動信号生成部
　　　　３０　パネル駆動部
　　　　４０　表示パネル
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